






　There are a variety of social problems that obstruct successful business activity. One 
example is the recurrences of terrorism with its most obvious cause being poverty. It is 
estimated that at present about 4 billion people belong to the world’s lowest economic strata. 
This large stratum of poverty has paralyzed markets in developing countries to a standstill, 
making them incapable of finding a way to progress out of stagnation and acquire sustainable 
growth.
　Recently, attention has gathered towards new business models that see business chances 
existing in social problems and the realization of innovative enterprises that result in solutions. 
This is called “Base of the Pyramid” or BOP business. Here I describe the potential of BOP 
business from the point of view of social innovation.
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　本論文では、BOP ビジネスの定義、特徴、意義及び BOP 商品の要件などを解明し、そ
の成果を実例をあげながら紹介することを通して、BOP ビジネス、CSR、ソーシャル・
イノベーションの関係について論じることにしよう。
第１節　BOP と BOP ビジネスの定義
１　BOP とは
　BOP とは Base of the Pyramid の略であり、「所得階層を構成する経済ピラミッド」に
おいて、所得階層が低く、経済ピラミッドの基盤の層を指す言葉である。発案当初、BOP
は Bottom of the Pyramid の略とされ、経済ピラミッドの底辺を指す言葉とされたが、ボ
トムという表現が有識者、NPO あるいは NGO、さらにはいくつかの企業から問題視され
たため、近年は Base of the Pyramid の略とされることが多くなっている４。
　BOP が企業にとって注目すべき新市場であるという考え方は1998年に米コーネル大学
のスチュアート．Ｌ．ハートと米ミシガン大学の C. K. プラハラード両教授によって「経済
ピラミッドの底辺への戦略」（The Strategies for the Bottom of the Pyramid）という研
究報告書において提唱された。2002年に両教授は「経済ピラミッドの底辺に隠れた富」（The 




















































（出所）Allen L. Hammond et al.（2007）， p．1，p．3及び p．9. 国際資源研究所・国際金融


































利　子 600～1000％ 12％～18％ 53.0倍
水道水 1.12ドル 0.03ドル 37.0倍
電話１分間 0.04ドル～0.05ドル 0.025ドル  1.8倍
下痢止め薬 20ドル ２ドル 10.0倍
米１キロ 0.28ドル 0.24ドル  1.2倍
（出所）平本督太郎・松尾未亜・木原裕子・小林慎和・川越慶太著（2010），p. 6
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　他方、MDGs 達成の原動力となる ODA（Official Development Assistance）について、
主要援助国が2005年のグレンイーグルズサミットで、2010年に向けた ODA の増額目標を











12 国連ミレニアム開発目標報告（2009）　http://www.unic.or.jp/pdf/MDG_Report_2009　p. 1. 
　（2011.10.20.）
13 OECD http://www.oecdtokyo.org/theme/deve/2010/20100217oda.html　p. 1. （2011.10.20.）
273
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アジア 2,858 83.4 742,000 41.7
ラテンアメリカ・
カリブ海諸国
 360 69.9 229,000 28.2
東ヨーロッパ  254 63.8 135,000 36.0






































（出所）Allen L. Hammond et al（2007），p. 9.  世界資源研究所・
国際金融公社（2007年），P. 9をもとに筆者作成。
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19 経済産業省　http://www.meti.go.jp/　p. 1. （2011.11.25.）



































































21 UNITED NATIONS DEVELOPMENT PROGRAMME（2008）， p. 112.  国連開発計画編　吉田秀美訳
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25 C. K. Prahalad （2010）， pp. 25-27.  スカイライト・コンサルティング株式会社訳（2010），pp. ９８-101.
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　BOP ビジネスは BOP 層の生産性を高め、従業員や生産者や流通業者として新たな経済
機会を提供することになるので、彼らの収入向上に貢献できる。
④　BOP 層をエンパワーする。






































































29 2001年にアメリカでは途上国への援助を担う米国国際開発庁 USAID（United States Agency For 



































































　主に BOP ビジネスフォーラム、国内各地で BOP ビジネス普及啓発セミナーを開催し、
関心企業、援助機関、NGO 等の情報共有・交換を進める。




























economy/cooperation/bop/pdf2 p.11.（2011. 12. 20）
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　BOP ビジネスのキーワードは連携である。これは、すでに既存のいくつもの BOP ビジ
ネス研究によって明らかにされている成功要因の一つである。連携に苦手の日本企業に
とって BOP ビジネスに進出するにはさまざまな課題を抱えている。日本企業は多くのス
テークホルダーに配慮する経営を行っているとされるものの、NGO あるいは NPO につ
いては欧米と比べて馴染みが薄いということがある。逸早く BOP 市場に進出し、しかも
成功を収めている日本企業は多数あるが、今後初めて BOP ビジネスに進出する日本企業
は成功企業の経験を活かしながら、これまで重視してこなかった NPO あるいは NGO と
の連携の検討が不可欠である。一方、政府においても、経済産業省が2009年度「官民連携


























































組みは長期的な視点に立って、政府、NPO あるいは NGO などの支援などを生かし、慎
重かつ積極的に BOP ビジネスに参入し企業収益を確保しつつ、BOP 層の貧困削減、栄養
不足の解消、疾病の蔓延防止などの社会課題の解決に寄与することが望まれる。
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